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はじめに 

2018 年 4月 6日に国会に提出された「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律案（以下、

働き方改革関連法案）」が参議院本会議で同年 6 月 29 日に可決され、同年 7月 6 日に公布された。 

そして、自動車運送事業においては、長時間労働を是正するための環境を整備することを目的として、2018

年 5 月 30 日に首相官邸にて「第 4 回「自動車運送事業の働き方改革に関する関係省庁連絡会議」」1が開催さ

れ、「自動車運送事業の働き方改革の実現に向けた政府行動計画（以下、政府行動計画）」の案が示された。

この政府行動計画には、『「運び方改革」と安全・安心・安定（3A）の職業運転者の実現』という副題がつけ

られているように、運転者の労働条件や労働環境を改善し、従来の 3Ｋ労働ではなく、女性や若者・高齢者

等、多様な人材が活躍できる働きやすい職業の実現を目指したものとなっている。 

2018 年 6 月 1日に「居眠り運転に起因する事故を防止し、また、働き方改革を進める観点から、運転者の

睡眠時間の確保についてバス・タクシー・トラック事業者（以下「事業者」という。）の意識を高めるため」

2に旅客自動車運送事業運輸規則及び貨物自動車運送事業輸送安全規則が改正された。この規則改正では、運

転者の睡眠不足による事故防止のために、睡眠不足の乗務員を乗務させてはならないこと等が明確化され、

点呼時の記録事項として睡眠不足の状況の追加が行われた。これと同時に「自動車運送事業者が運転者に対

して行う指導及び監督の指針」（告示）についても、睡眠不足が交通事故の原因になる事を運転者に指導する

という内容が追加された。 

また、2018 年 7 月 1 日からは自動車運送事業者に対する行政処分等の基準が改正され、過労防止に関連す

る処分が強化された。従来基準であれば警告処分であったものが、事業者の規模によっては 20 日車や 40 日

車3の処分4もありえる厳しい内容となっている。 

こういった運転者の労働環境を改善する動きの中で、運転者の睡眠に関しては事業者において、直近で特

に大きな関心事であると思われることから、本稿では睡眠不足に起因する事故の防止対策を中心に、自動車

                              
1 首相官邸. “働き方改革の実現.” 首相官邸 HP, 

https://www.kantei.go.jp/jp/headline/ichiokusoukatsuyaku/hatarakikata.html#kj004,（アクセス日:2018-07-20） 
2「国土交通省自動車局. “睡眠不足に起因する事故の防止対策を強化します!!.” 国土交通省 HP, 

https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha02_hh_000341.html,（アクセス日:2018-07-20）」より引用 
3 事業者の所有台数に応じて定められた処分車両数と車両の使用停止処分を行なう日数の積（例. 1 両×20 日＝20 日両） 
4 （仮）国土交通省自動車局. “（別紙）参考資料 自動車運送事業者に対する行政処分等の基準を改正します.” 国土交

通省 HP, https://www.mlit.go.jp/common/001229692.pdf,（アクセス日:2018-07-20）」より引用 
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運送事業と健康に関連した情報について述べていく。 

1. 現状の運転者の労働環境 

1.1. 運転者の労働時間と賃金の傾向 

こうした動きが出てきた背景には、運転者の労働時間が全産業平均に比べて長く、賃金が全産業平均に比

べて低いということがある。例えば、月末 1 週間の就業時間が 60 時間以上の雇用者の割合は、運転者が属す

る運輸業、郵便業については 18％程度で、他業種より 5%以上多いという統計結果が出ている（図 1）。 

 

図 1 就業時間 60 時間以上の雇用者 (月末 1週間)5 

また、賃金（6 月分の所定内給与額）については、産業別の平均が 304.3 千円であるのに対し、運輸業、

郵便業では 274.8 千円という統計結果6が出ている。 

前述の統計においては、運転者の業種としては運輸業、郵便業に分類されることになる。そのため、純粋

に運転者の労働状況を示しているとはいえないが、運転者の労働状況の傾向については把握することができ

ると思われる。 

このような運転者の労働条件や昨今の物流量の増加も要因と考えられるが、最近では運転者不足であると

いわれており、社会問題になっている。自動車運転者の有効求人倍率は、リーマンショック以降は上昇基調

で、年々深刻化している。一般職業紹介状況（平成 30 年 4 月分）7によれば、自動車運転の職業の有効求人

倍率は 2.83 倍（全職業計は 1.35 倍）となっている。今後、中高年層の運転者が定年などで退職することが

見込まれており、運転者不足の状況はより深刻化していくことが予測されている。その結果として、物流の

停滞、バス路線やタクシーの減便・廃止など、産業活動や国民生活に大きな影響が生じることが危惧される。 

                              
5「厚生労働省. 平成 28 年版過労死等防止対策白書. 平成 28 年, p.8.」を元に当社作成 
6 厚生労働省. “平成 29 年賃金構造基本統計調査 結果の概況 統計表.” 厚生労働省 HP, 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/chingin/kouzou/z2017/xls/toukeihyo.xls,（アクセス日:2018-07-20） 
7 厚生労働省職業安定局. “一般職業紹介状況（平成 30 年 4月分）について.” 厚生労働省 HP, 

mailto:https://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-11602000-Shokugyouanteikyoku-Koyouseisakuka/G35_81.pdf, 

（アクセス日:2018-07-20） 
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1.2. 改善基準告示 

原則として、日本国内で働く全ての労働者には労働基準法が適用される。そして、自動車運転者はそれに

加えて、業務の特殊性から労働大臣告示「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（以下、「改善基

準告示」）と呼ばれる基準も適用される。改善基準告示は、自動車運転者の労働条件を述べる上での基本項目

であることから、ここで改めて述べておく。 

改善基準告示は、自動車運転者の労働条件の改善を図るために平成元年に大臣告示として制定されており、

対象者は四輪以上の自動車の運転の業務に主として従事する者（以下、「自動車運転者」）となっている。こ

れは、自動車運転者の業務の特性を考慮したもので、拘束時間、休息期間、運転時間等について基準が定め

られている。ここで、拘束時間は始業時刻から終業時刻までの時間であり、労働時間と休憩時間の合計時間

のことをいう。また、休息期間は拘束時間と次の拘束時間の間の時間で、自動車運転者にとって自由な時間

のことをいう（図 2）。トラック、バス、タクシーの運転者ごとに様々な特例があり、それぞれで異なる部分

も多いが、1 日8の拘束時間と休息期間に関しては共通で、拘束時間は 13 時間以内が基本で 16 時間を限度と

し、休息期間は継続 8 時間以上となっている。この他にも運転時間や時間外労働、休日労働の限度等につい

ても定められており、自動車運転者を守るための基本的なルールとなっている。 

 

図 2 拘束時間と休息期間9 

1.3. 事業者に対する監督指導、送検等の状況 

厚生労働省が自動車運転者を使用する事業場に対して行った監督指導、送検等の状況を公表している。平

成 28 年に同省が監督指導した事業場は、4,381 事業場であり、このうち 3,632 の事業場で労働基準関係の法

令違反が認められている（表 1）。全ての業種において、労働時間に関する違反が多く、監督実施事業場数に

対する違反率は、全業種の合計では 50%を超えている。また、改善基準告示の違反状況（表 2）においては、

全体的に拘束時間の違反が多い傾向がみられる。 

厚生労働省の報告（脚注 9）にある労働基準監督官が監督指導した事例では、規定された休息時間が自動

車運転者に与えられていなかったり、健康診断が実施されていなかったものもある。また、送検された事例

としては、自動車運転者が業務中に病気を発症したものや、事故を発生させたことがきっかけで違法な時間

外労働が発覚したというものが紹介されている。こういった場合には、過重な時間外労働により十分な休息

が取れず、十分な睡眠時間も確保できていない可能性は高いと考えられる。 

                              
8 始業時間から起算して 24 時間 
9 「厚生労働省労働基準局. トラック運転者の労働時間等の改善基準のポイント. 平成 29 年, p.1.」より引用 
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こういった長時間労働の実態があることから、働き方改革関連法案の付帯決議がされたこと受け、厚生労

働省では改善基準告示の見直しに着手しており、今後の検討の動向が注目される。 

 

表 1 労働基準関係法令違反の状況（平成 28 年）10 

事項 

 

業種       

監督実施 
事業場数 

違反 
事業場数 

主な違反事項 

労働時間 割増賃金 休日 

トラック 3,105 
2,585 
(83.3%) 

1,842 
(59.3%) 

622 
(20.0%) 

164 
(5.3%) 

バス 487 
386 

(79.3%) 
218 

(44.8%) 
108 

(22.2%) 
25 

(5.1%) 

ハイヤー・ 

タクシー 
405 

351 
(86.7%) 

181 
(44.7%) 

126 
(31.1%) 

13 
(3.2%) 

その他 
（上記以外の事業場） 

384 
310 

(80.7%) 
193 

(50.3%) 
100 

(26.0%) 
16 

(4.2%) 

合計 4,381 
3,632 
(82.9%) 

2,434 
(55.6%) 

956 
(21.8%) 

218 
(5.0%) 

（注）違反事項が 2つ以上ある場合は、各々に計上しているので、各違反事項の件数と違反事業者数は一致しない（表 2も同様） 

 

表 2 改善基準告示違反の状況（平成 28 年）11 

事項 

 

業種        

監督実施 
事業場数 

違反 
事業場数 

主な違反事項 

最大拘束
時間 

総拘束 
時間 

休息時間 
連続運転 
時間 

最大運転 
時間 

トラック 3,105 
2,088 
(67.2%) 

1,588 
(51.1%) 

1,358 
(43.7%) 

1,191 
(38.4%) 

987 
(31.8%) 

622 
(20.0%) 

バス 487 
265 

(54.4%) 
171 

(35.1%) 
127 

(26.1%) 
90 

(18.5%) 
95 

(19.5%) 
33 

(6.8%) 

ハイヤー・ 

タクシー 
405 

166 
(41.0%) 

120 
(29.6%) 

94 
(23.2%) 

33 
(8.1%) 

- - 

その他 
(上記以外の事業場) 

384 
180 

(46.9%) 
126 

(32.8%) 
102 

(26.6%) 
85 

(22.1%) 
82 

(21.4%) 
41 

(10.7%) 

合計 4,381 
2,699 
(61.6%) 

2,005 
(45.8%) 

1,681 
(38.4%) 

1,399 
(31.9%) 

1,164 
(26.6%) 

696 
(15.9%) 

（注）ハイヤー・タクシーは、改善基準告示において、「連続運転時間」と「最大運転時間」の定めがない 

2. 自動車運転者と睡眠不足の関係 

2.1. 睡眠不足による事故防止に至るまでの国の動き 

冒頭に記したように、2018 年 6 月 1 日から旅客自動車運送事業運輸規則及び貨物自動車運送事業輸送安全

規則が改正された。自動車運転者の睡眠不足による事故防止のために、睡眠不足の乗務員を乗務させてはな

らないこと等が明確化され、点呼時の記録事項として睡眠不足の状況の追加が行われた。 

規則の改正前においても、事業者が運転者を乗務させてはならない事由として、「疾病、疲労その他の理由

により安全な運転をし、又はその補助をすることができないおそれがある」とされており、「その他の理由」

として睡眠不足が含まれると通達されていた。しかし、今回の改正では法令上明記することで、事業者や自

                              
10 「厚生労働省労働基準局.（別紙 1）自動車運転者を使用する事業場に対する監督指導、送検等の状況(平成 28 年).  

平成 29 年, p.1.」を元に当社作成 
11 前掲脚注 9と同様 
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動車運転者が睡眠不足による運転の危険性の認識をより深め、居眠り運転の事故防止につなげることが目的

とされている。 

自動車運転者と睡眠に関連した話題は、今に始まったものではない。2003 年に山陽新幹線の運転士が居眠

り状態となり、岡山駅において所定の停止位置の手前に停止するという事案が発生した。それをきっかけと

して、同年に「『睡眠時無呼吸症候群』に注意しましょう！」12が、国土交通省によって作成された。また、

2010 年に初版公表、2014 年に改訂された「事業用自動車の運転者の健康管理マニュアル」13（以下、健康管

理マニュアル）では SAS スクリーニング検査の受診が推奨され、2015 年に、「自動車運送事業者における睡

眠時無呼吸症候群対策マニュアル」14（SAS 対策マニュアル）により、SAS スクリーニング検査の実施の流れ

が具体的に示された。このように事故防止の観点から、睡眠不足の一因である SAS に関しては 10 年以上前か

ら対策の重要性が指摘されてきた。しかし、今回の規則改正は SAS 等の疾病とは関係なく、睡眠不足そのも

のを原因とする事故の防止と睡眠時間の確保についての意識を高めることが目的とされていることが注目す

べき点である。 

2.2. 睡眠不足が関連した事故事例 

事業用自動車事故調査委員会15から公表されている平成 26 年以降の報告書から、居眠りや睡眠不足などが

事故原因と結論付けられている事故について表 3 に示した。このうち、2016 年 3 月に広島県東広島市の八本

松トンネルで発生した多重追突事故は、2018 年 6 月 1日に実施された旅客自動車運送事業運輸規則及び貨物

自動車運送事業輸送安全規則の改正の直接の背景となったものである。表 3 に示した事例のいずれにも当て

はまることであるが、集中力が低下した状態や居眠りによって引き起こされた事故では、多数の死傷者が発

生しやすい。これは通常状態の運転と異なり、居眠り等がある場合には、ブレーキやハンドル等による危険

回避操作が行われることなく、通常の走行速度を維持したまま衝突し、被害が大きくなっているためである。 

ここで、今回の規則改正のきっかけとなった広島県東広島市で起きた事故についてみていくこととする。

当該事故の報告書16によると、「事故は、中型トラックの運転者が、事故発生日までの連続する乗務の疲れか

ら高速道路を走行中に居眠り運転をしたため、渋滞で停止していた前方の車列に気付かず、ブレーキを踏む

などの回避操作を全くすることなく約 80km/h で追突して発生したものと考えられる」となっている。また、

「事故の３日前から前々日の乗務では、一睡もすることなく計約 36 時間の乗務を続けて」おり、「７時間の

連続運転を行い、その後に取った４時間の仮眠では疲労が抜けきらなかったため、居眠り運転をしたものと

考えられる」と報告書に書かれている。この内容からは、少なくとも 2点の改善告示違反を確認することが

できる。1点目は、最大で 16 時間が限度とされる拘束時間についての大幅な超過である。そして、2 点目は、

4 時間が限度とされる連続運転時間の超過である。また、報告書には、事故日前 3 ヶ月間の勤務状況から、

拘束時間、運転時間、休息期間等については複数回の改善基準告示違反があったとされている。 

                              
12 国土交通省自動車交通局. “睡眠時無呼吸症候群に係る事業用自動車の運転者の健康管理等について.” 国土交通省 HP, 

https://www.mlit.go.jp/kisha/kisha03/09/090318_.html,（アクセス日:2018-07-20） 
13 国土交通省自動車交通局. “事業用自動車の運転者の健康管理マニュアル.” 国土交通省 HP, 

https://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/03analysis/resourse/data/h26_3.pdf,（アクセス日:2018-07-20） 
14 国土交通省自動車局. “「自動車運送事業者における睡眠時無呼吸症候群対策マニュアル～SAS対策の必要性と活用～」

について.” 国土交通省 HP, https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha02_hh_000210.html,（アクセス

日:2018-07-20） 
15 事故調査委員会. “公表済みの報告書.” 国土交通省 HP, 

https://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/jikochousa/report1.html,(アクセス日:2018-07-20) 
16 事業用自動車事故調査委員会. “(1644104) 事業用自動車事故調査報告書.” 国土交通省 HP, 

https://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/jikochousa/pdf/1644104.pdf,（アクセス日:2018-07-20） 
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表 3 睡眠が関連した事故事例17 

発生年月日 発生場所 事故概要 主な事故原因 

2016 年 

10 月 8 日 

香川県観音寺市 

（国道 11 号） 

トラック・バンセミトレーラの追突事故 

19,000kg の製材品を積載したトラクタ・バンセミトレーラが、進路前方

で太鼓台を引いて進行していた秋祭りの参加者（約 60 名）の行列に突

っ込んだ。祭り参加者の 1名が死亡、5名が重傷、34 名が軽傷 

 居眠り運転 

 基準を超える長時間労働 

 疲労が蓄積し、集中力が

低下 

2016 年 

3 月 17 日 

広島県東広島市 

（山陽自動車道） 

中型トラックの追突事故 

約 2,000kg の引越荷物を積載した中型トラックが、トンネル内において

渋滞で停止中の車列に追突し、合計 12 台の車両が関係した多重追突事

故。中型トラックを含む 5台の車両に火災が発生し、2名が死亡、4名

が軽傷 

 居眠り運転 

 過酷な勤務状況で疲労が

蓄積 

 十分な休憩を取らずに長

時間の連続運転行った 

2015 年 

1 月 14 日 

千葉県白井市 

（市道） 

乗合バスの衝突事故 

乗客 10 名を乗せた乗合バスが、道路左側の歩道に乗り上げ、ガードパ

イプの支柱をなぎ倒し、その先の民家のフェンス手前の縁石に衝突し

た。乗客 3名が重傷、5名が軽傷 

 居眠り運転の状態 

 高齢の運転者場合 

2015 年 

1 月 9 日 

東京都大田区 

（都道 421 号線） 

乗合バスの衝突事故 

乗客 21 名を乗せた乗合バスが、道路脇の電柱に衝突した。 

乗客 1名が重傷、18 名が軽傷 

 居眠り運転 

 SAS 

2014 年 

11 月 27 日 

愛知県犬山市 

（国道 41 号線） 

タンク車の追突事故 

タンク車が交差点手前で乗用車に追突し、合計 9台の車両が関係した多

重追突事故。9名が軽傷、タンク車からガソリン等 6kL が路上に漏洩 

 疲労と睡眠不足で集中力

が低下 

この広島県東広島市で起きた事故の直接的な原因は、運転者の居眠りだと考えられている。事故を起こし

た運転者は、事故前日の朝に約 8時間の睡眠後に目覚めているが、それまでの疲れが残っていたとのことで

あり、睡眠不足が引き起こした居眠りであったことが十分に考えられる状況である。運転者がこのような状

況になっている理由は、昨今言われている運転者不足によるものであり、運転者不足が過酷な勤務状況を産

み出すという流れが出来ているといえる。働き方改革の動きは、こうした流れを断ち切るためであり、規則

改正はその最初の動きとなっている。 

2.3. 具体的な対策 

運転者の居眠り運転を防ぐためには、適切な睡眠を確保する重要性を、管理者が運転者に理解させ、指導

していくことが重要である。厚生労働省から睡眠対策の情報として、「健康づくりのための睡眠指針 2014」18

が出ている。これには、就寝前の飲酒や喫煙、カフェインの摂取は睡眠の質を低下させるといったことや睡

眠不足は作業能率を低下させて事故やヒューマンエラーの危険性を高めるなどといった、良質な睡眠に関す

る情報等が紹介されているので、活用されたい。また、運転中における「居眠り」や「わき見」の可能性を

自動判定するセンサ等から、管理者向けの指導レポートを作成するサービス等を活用することも、運転者へ

の指導の一助になるものと考えられる。 

3. 自動車運転者と長時間労働の関係 

3.1. 長時間労働の影響 

長時間にわたる過重な労働が続くと脳・心臓疾患、精神障害を発症するリスクが高まり、過労死にもつな

がっていく。脳・心臓疾患や精神障害の労災認定基準においては、労働時間の長さが業務の過重性を判断す

る材料の一つとされている。例えば、脳・心臓疾患の労災認定基準では、長期間の過重業務として、発症前

                              
17 脚注 15 を元に当社作成 
18 厚生労働省. “睡眠対策.” 厚生労働省 HP, 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/suimin/,（アクセス日:2018-07-20） 
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に時間外労働が 1ヶ月当たりに 45 時間を超えて長くなるほど、業務と発症の関連性が徐々に強まるとされて

いる（図 3）。 

 

図 3 脳・心臓疾患の労災認定基準における労働時間の評価目安19 

長時間労働により、脳・心臓疾患等の発症リスクが高まるというのは個人（従業員）に対する影響である。

一方で、長時間労働が事業者に及ぼす影響もある。例えば、過重な長時間労働があるという就労環境に関す

る情報が広まることで、世間からはブラック企業として認知され、従業員の新規採用が難しくなったり、顧

客からの信用を失うリスクも考えられる。さらに、労働基準監督署による書類送検の可能性や、過労死を発

生させた場合には民事訴訟が提起され、多額の賠償金の支払いが命じられることもありえる。このように長

時間労働は、従業員の健康を害するだけでなく、事業者の経営にも大きなリスクをもたらす可能性があると

いうことができる。 

3.2. 運転者と脳血管・心疾患20の関連 

先述したように、脳血管・心疾患については厚生労働省が労災認定基準を定めている。これは、労働条件

や環境によって疾患の発症の基礎となる血管病変等を著しく増悪させることが客観的に認められているから

である。ここで、運転者と脳血管・心疾患との関係性をみるために、健康起因事故を起こした運転者と健康

起因で死亡した運転者のそれぞれの疾病別内訳のデータ（図 4）をみていくこととする。 

 
図 4 健康起因事故の疾病別の内訳（2012 年～2016 年）21 

                              
19 厚生労働省. 脳・心臓疾患の労災認定. 平成 27 年, p.6. 
20 厚生労働省の労災認定基準では「脳・心臓疾患」と記述され、国土交通省から発行される資料等では「脳血管・心疾

患」と記述されている。本稿では、それらを同義とし、これ以下は「脳血管・心疾患」の表記とする。 
21 「事業用自動車健康起因事故対策協議会. “健康起因事故発生状況と健康起因事故防止のための取組.” 国土交通省 HP, 
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ここで、健康起因事故とは運転者の疾病発症による運行取り止めといったインシデントも含んでいる。そ

のため、健康起因事故に起因する疾病（図 4 左グラフ）については、その他や不明といった項目が半数以上

を占めている。一方で、健康起因により運転者が死亡した場合の疾病（図 4 右グラフ）に関しては、脳血管

疾患、心疾患、血管疾患で 8 割を占めており、中でも心疾患は半数を占める疾病となっている。詳細な説明

は専門書に委ねるが、脳血管疾患、心疾患、血管疾患は、いずれも糖尿病や高血圧、脂質異常症などの所謂、

生活習慣病が深く関与する疾病である。これは、不規則な生活になりやすい運転者の業務形態を反映した結

果であるといえよう。 

3.3. 運転者と精神障害の関連 

精神障害の労災認定基準22については、2011 年 12 月に策定されている。精神障害は、仕事や私生活でのス

トレスとその人の既往症などが関係するため、慎重な判断が求められるが、労災認定の要件としては「業務

による心理的負荷」が認められる必要がある。心理的負荷の評価において、「仕事の量、質」として、長時間

労働の継続期間が総合評価の視点の 1つであり、具体例としては、「１か月に 80 時間以上の時間外労働」は

「中」程度の心理的負荷とされている。通常業務時間を超過した労働については、強い心理的な負荷がかか

り、精神障害の発症につながりかねない。前述したように、運転者は長時間労働の傾向があることから、精

神障害の発症リスクがある点も留意すべき点である。 

3.4. 運転者の労災認定の状況 

労災認定の状況を示すデータとして、職種別の支給決定件数がある（図 5）。このデータから、脳血管・心

疾患に関する請求件数と支給決定件数の 2 つについては、運転者（自動車運転従事者）が全ての職種の中で

最も件数が多いことがわかる。これは、他の職種よりも不規則な生活になりやすいことが影響していると考

えられる。一方、精神障害の支給決定件数では、運転者が 3 番目に多い職種というデータとなっている。顧

客要望に対応するために納期などの時間的な制約や、時々刻々と変化する交通状況への対応など、業務の性

質上、自分の意思通りにならない場合が多いことが影響しているのではないかと考えられる。 

 

図 5 職種別の労災請求件数と支給決定件数（2015 年度データ）23 

                                                                                                 
https://www.mlit.go.jp/common/001210258.pdf,（アクセス日:2018-07-20）」を元に当社作成 
22 厚生労働省労働基準局. “心理的負荷による精神障害の労災認定基準を策定.” 厚生労働省 HP,  

https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000001z3zj.html,（アクセス日:2018-07-20） 
23「厚生労働省. 平成 28 年版過労死等防止対策白書. 平成 28 年, p.26 及び p.33.」を元に当社作成 
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3.5. 疲労の蓄積度とストレス状況 

脳血管・心疾患と精神障害の労災に関して、いずれも長時間労働が 1 つの要因であるということを述べて

きた。労働時間が長くなれば、自ずとプライベートの時間が削られていくことになる。そうなると多くの場

合、睡眠時間が削られていくことになるが、これについては 3.6 にて後述する。ここでは、長時間労働が影

響してくる疲労やストレスと睡眠の関係についてみていくこととする。 

ここに疲労の蓄積度とストレス状況について睡眠時間別のアンケート結果がある（図 6）。この結果から、

睡眠時間が 6時間以上の場合は、疲労蓄積度が「高い・非常に高い」の割合が 3割未満、ストレス状況が「4

点以上（高ストレス）」が 4 割未満であるが、睡眠時間が 6時間未満になると、逆にいずれもが 5割近くまで

増加していることがわかる。この調査においては、各項目の判断基準はアンケート回答者の主観によるとこ

ろもあり、基準が一定していない可能性も考えられるが、疲労蓄積度やストレス状況と睡眠時間の関連性を

示す 1つのデータといえよう。睡眠時間が短くなると疲労が抜けないことは、実生活において実感すること

であるが、この場合、ストレスも高い状況になっていると考えられる。 

 

図 6 正社員の勤務日における睡眠時間別の疲労の蓄積度とストレスの状況（2015 年度データ）24 

3.6. 睡眠の充足度 

上記調査に関連して、睡眠時間の充足度についての調査結果も出ている（図 7）。睡眠が足りていないと回

答した人たちから、睡眠時間が足りない理由を聞いているが、最も多い理由は「残業時間が長い」となって

いる。また、「帰宅後も仕事のメール・電話対応等で拘束される」といった会社業務に関連した内容の回答も

ある。これは、長時間労働によって睡眠時間が削られていくこと示すデータの 1つといえよう。 

 

図 7 睡眠の充足度と睡眠時間が足りない理由25 

                              
24「厚生労働省. 平成 27 年度厚生労働省委託 過労死等に関する実態把握のための労働・社会面の調査研究事業 報告書.  

平成 28 年, p.152 & p.157.」を元に当社作成 
25 「厚生労働省. 平成 28 年版過労死等防止対策白書. 平成 28 年, p.64.」を元に当社作成 
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このように自動車運転者の長時間労働について考えていくと、長時間労働により睡眠時間が削られること

で、脳血管・心疾患の発症リスクや精神障害を引き起こすリスクが高まる上に、運転者の業務特性がそれら

のリスクを押し上げるという構図があるように思われる。 

3.7. 過労運転防止に向けた法令改正 

2018 年 7 月 1日から自動車運送事業者に対して過労防止関連の行政処分が強化された。26これは、長時間

労働を是正し、過労を防止することを目的としており、「自動車運送事業の働き方改革に関する関係省庁連絡

会議（第 2回）」において取りまとめられた「直ちに取り組む施策」を受けたものである。行政処分の強化は、

全 63 施策のうちの 63 番目の項目として記載27されている。 

冒頭でも少し触れているが、この行政処分強化においては処分量定が引き上げられた。詳細については脚

注 3を参照されたいが、トラック、乗合バス、タクシー事業者においては、1ヶ月の拘束時間及び休日労働

の限度に関する違反が確認された場合には、従前の処分日車数に加えて、改正で追加された処分日車数が合

算されることとなった。例えば、未遵守件数が 10 件であったとすると、改正前であれば 10 日車の処分であ

ったが、改正後にはさらに 20 日車が加えられて合計で 30 日車の処分となるというようになっている。また、

健康診断未受診者や社会保険等未加入者の該当者が 2名で 20 日車、3 名以上で 40 日車という処分になって

いる。その他にも、労働時間を管理する点で問題がある事項や虚偽届出があった場合についても処分が強化

される。また、トラック事業者においては、行政処分で使用停止となる車両数の割合が最大 5割に引き上げ

られていることにも留意されたい。 

2018 年 10 月 1 日からは、「トラック事業者の法令遵守の徹底を図るための措置」が開始することも予定さ

れており、これにより法令未遵守状況が継続的に見られるトラック事業者等に対して、重点的に監査が実施

されることとなる。 

これらの施策によって、自動車運送事業の業界全体の労働環境が改善されることが期待される。 

おわりに 

2017 年には「睡眠負債」という言葉が流行語大賞のトップテンに選ばれるなど、近年、睡眠への関心が高

まっており、睡眠の時間だけでなく、質についても注目されている。また、最近では各種デバイスで睡眠デ

ータを測定し、管理システムなどを利用して、睡眠状況について解析を行なえるようになってきている。そ

ういったデバイスやシステムは、2018 年 6 月 1日の法改正によって追加された点呼時の睡眠不足の状況の確

認において、運転者の睡眠管理にも活用できるものであることから、今後は注目度が高まることが予想され

る。 

本稿では、自動車運送事業と過労の観点から、長時間労働が脳血管・心疾患や精神障害の発症リスクを高

めること、睡眠と疲労やストレスの関係性について述べることで、運転者にとっての睡眠の重要性を示して

きた。健康の三要素は、「運動」、「栄養」、「休養」といわれる。「休養」は心身の疲労を回復させ、鋭気を養

うものであり、睡眠は「休養」の 1 つの要素である。ただ、睡眠については未だ解明されていないことも多

                              
26 国土交通省自動車局. “自動車運送事業者に対する行政処分等の基準を改正します ～７月から過労防止関連の処分を

厳しくします～.” 国土交通省 HP, https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha02_hh_000338.html,（アクセス日: 

2018-07-20） 
27 首相官邸. “自動車運送事業の働き方改革に関する関係省庁連絡会議（第２回）配布資料.” 首相官邸 HP, 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/hatarakikata/kensetsu_jidousya/dai2/haifusiryou_jidousya.pdf,（アクセス日: 

2018-07-20）. 
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いといわれている。今後も睡眠に関する新たな事実や研究結果が出てくると思われるが、睡眠に関する理解

が事業者と運転者の双方で深まり、睡眠不足や過労に起因した事故防止につながることが期待される。 
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ディングスのグループ会社です。「リスクマネジメント事業」「ヘルスケア事業」「サイバーセキュリティ事業」を展開し、

全社的リスクマネジメント（ERM）、事業継続（BCM・BCP）、健康経営推進支援、特定保健指導・健康相談、メンタル

ヘルス対策、サイバー攻撃対策などのソリューション・サービスを提供しています。 

 本レポートに関するお問い合わせ先  

ＳＯＭＰＯリスケアマネジメント株式会社 

経営企画部 広報担当 

〒160-0023 東京都新宿区西新宿 1-24-1 エステック情報ビル 

TEL：03-3349-5468（直通） 


